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Ⅰ 区役所改革の経緯 

●状況、時代背景 

本格的な地方分権時代の到来や少子高齢化の急速な進行、ＩＴ技術の進展、まちづく

りへの市民参加の拡大や様々な分野におけるＮＰＯの増加など、地方行政を取り巻く環

境はかつてないスピードで変化し続けています。 

こうした状況の中で、本市が多様化する市民ニーズに的確に対応し、市民満足度の高

いきめ細かな行政サービスの提供を行っていくために、市民に最も身近な行政機関であ

る区役所の果たすべき役割がますます重要となっています。 

 

●これまでの取り組み 

平成 19 年 12 月に、区役所改革の第一歩を踏み出すものとして、「区役所改革基本計

画」を策定・公表し、窓口サービスの改善や職場風土の改革などに取り組みました。 

また、平成 22 年 3 月に「新たな区役所改革計画」を策定・公表し、区役所が地域課

題を、自らの権限と責任において主体的に解決できる「地域の総合行政機関」となるこ

とを目指して取り組んできました。 

 

Ⅱ 「新たな区役所改革計画」のふりかえり 

●「新たな区役所改革計画」における成果等 

〈主な成果〉 

・自主的・主体的な区政運営予算による地域の特性に応じた取り組みの実施 

・区役所の努力により確保した収入の独自財源化 

・区長の裁量が発揮できる定員の配置 

・各区に企画経理室を設置し、企画調整機能を強化 

・支所における福祉業務拡充など窓口サービスの向上 

・税務事務や住民票等にかかる郵送請求事務の集約化の推進による業務の効率化 

しかしながら、区が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくりや区の総合行政機能

の強化など、本庁を含めた市役所全体のシステムにかかる部分については引き続き検

討が必要な取り組みもあります。 

 
●「新たな区役所改革計画」策定後の状況変化 

「新たな区役所改革計画」策定後、3 年半余りが経過し、区を取り巻く環境も大き

く変化しています。 

  ・東日本大震災等の経験を踏まえた災害対策強化の必要性の増大 
・児童虐待、生活保護の増加や空き家等の問題の顕在化など今日的な地域課題の 

深刻化 
・地方分権等、国と地方を取り巻く環境の変化 

 



- 2 - 

Ⅲ 区役所改革を進める方針 

●基本的な考え方 

地域課題の複雑・多様化により地域課題を主体的に解決できる「地域の総合行政機

関」としての区役所の役割はますます高まっており、今後も本庁と区役所の役割分担

を整理しつつ、区長の権限強化や総合行政機能の強化を図っていく必要があること、

さらには、区の自主性・主体性を発揮したまちづくりの実現、迅速で質の高い市民サ

ービスの実現という区役所改革の方向性に変わりはないことから「新たな区役所改革

計画」を延長します。 

 

●改革を推進するための 4 つの柱 

「新たな区役所改革計画」策定後の区を取り巻く環境の変化も踏まえて、個別具体

的な問題から課題解決に向けてアプローチするため以下の 4 つを柱としてアクション

プランを策定し、さらに区役所改革を推進します。 

１ 災害対策の強化 

  ２ 健康福祉・子育て支援 

  ３ 地域主体のまちづくりの推進 

  ４ 市民サービスの向上と業務の効率化 

 

 

（改革のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

地域の総合行政機関

災害対策の強化 健康福祉・子育て支援

地域主体のまちづくり
の推進

市民サービスの向上と
業務の効率化

地 域
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●引き続き検討が必要な取り組み 

「新たな区役所改革計画」において引き続き検討が必要な、区が自主性・主体性を

発揮できる仕組みづくりや、区の総合行政機能の強化に関しては、アクションプラン

を進めていくなかで、区長の裁量がより発揮できる視点から検討を行っていきます。 

（ア）区が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくり 

  これまで区長の裁量が発揮できる予算（自主的・主体的な区政運営予算）の拡

充や、予算要望制度の改善、区長の裁量が発揮できる定員の配置などに取り組ん

できました。 

  こうした取り組みの効果を踏まえながら、市民満足度の高いきめ細かな行政サ

ービスを提供するため区役所が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくりについ

て検討を行っていきます。 

 （イ）区の総合行政機能の強化 

    市民ニーズを反映した区政運営方針の策定、港土木事務所の区役所同一庁舎化

の検討、中区役所における保健所と福祉部門の同一フロア化などに取り組んでき

ました。 

    こうした取り組みの効果を踏まえながら、複雑化・多様化する地域課題を解決

するため、区役所と区ごとに設置している事務所等との連携を深めつつ、区にお

ける総合行政の推進を図っていきます。 

 

●地方分権等、国と地方を取り巻く環境の変化 

第 30 次地方制度調査会の答申において、指定都市では、住民に身近な行政サービス

を住民により近い組織で提供することや住民がより積極的に行政に参画しやすい仕組

みを検討することが必要とされており、こうした基本的な考え方を踏まえて今後も区

役所改革を推進していきます。 

なお答申にある、区長を特別職とすることなど具体的な方策については、法改正な

ど国の動向などを注視してまいります。 

 

●取り組みの進め方 

（ア）各区の特性や実情に応じて進める取り組みについては 16 区が画一的に実施するの

ではなく、条件の整った区から実施します。 

（イ）計画の取り組み状況については、毎年度フォローアップを実施するとともに、他

区などの取り組み事例も参考にします。 

（ウ）社会情勢や本市の財政状況などを鑑み、必要がある場合はアクションプランの見

直しを行います。 

 

 



- 4 - 

 

●推進体制 

区役所改革を全庁的な視点で進めるため、副市長をトップとした全局室長及び中区長、

中村区長を委員とする「区役所改革推進会議」や 16 区長を構成員とする「区総合調整

会議」を必要に応じて開催します。 

また、アクションプランに掲げた取り組みや「新たな区役所改革計画」の取り組みの

進捗状況について把握し、課題等について検討するため関係局や幹事区で構成する検討

部会や幹事会等課長級の会議を必要に応じて開催します。 

  

●実施期間 

 平成 25 年度から平成 28 年度まで 

 

 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

新たな区役所改革計画 

新たな区役所改革計画アクションプラン 
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Ⅳ 具体的な取り組み 

１ 災害対策の強化 

（１）区役所における防災機能の強化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 職員の防災意識の向上 

職員研修等の

充実 

ＨＵＧ等を活用した職員研

修の充実 
【区役所】 

●実施    

参集訓練や情報伝達訓練等

防災訓練の充実 
【区役所】 

●実施    

職員用防災マ

ニュアルの整

備 

区災害対策本部における各

班のマニュアル等の整備 

【区役所】 

●実施    

● 地域の防災活動拠点である区役所の防災機能の強化は喫緊の課題となっており、

市民の安全を確保するために、全職員が一丸となって取り組む必要があります。

● 災害時には職員自身の被災や交通機関の断絶による参集不能等により、人員不足

や迅速な参集に懸念があり、発災時における職員の確保が求められています。 

● 災害時においても、防災拠点として迅速な対応を可能とするための機能を確保す

る必要があります。 

現状と課題 

① 職員の防災意識の向上を図ります。 

② 非常配備体制を見直すなど災害時における防災体制を充実します。 

③ 消防署、土木事務所や環境事業所など区内公所や関係機関等との連携を強化し

ます。 

④ 区災害対策本部の機能を強化します。 

取り組み方針

取り組み内容 
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② 災害時における防災体制の充実 

非常配備体制

の見直し 

区指定動員制度の見直しを

含めた区役所への応援体制

の充実 

【消防局】 

●検討 ●検討・実施
 

 
 

地域担当制の

実施 

学区避難所訓練への参加な

ど各区の実情に応じた地域

担当制の実施 

【区役所】 

●検討・実施    

③ 区内公所等との連携強化 

各隊との連携

強化 

区本部と各隊の迅速かつ効

果的な情報伝達等に係る連

携強化 
【区役所・その他関係局】

●検討    

協力事業者等

との連携強化 

各区の実情に応じた協力事

業者等と協定の締結 
【区役所】 

●検討・実施    

災害ボランテ

ィア受け入れ

体制の充実 

災害ボランティアセンター

設置・運営ガイドに基づく

区における対応の推進 
【区役所】 

●検討・実施

 

 

 

  

災害ボランティア団体、社

会福祉協議会と協働した災

害ボランティアセンター設

置・運営訓練の実施 
【市民経済局・健康福祉

局・区役所】 

●実施    

④ 区災害対策本部機能の強化 

非常用発電機

の更新 

発災後、災害対策に必要な

電源が確保できるよう非常

用発電機を整備 

【市民経済局】 

●検討 ●検討・実施
 

 
 

燃料調達方策の充実 

【消防局】 
●検討 ●検討・実施   

多様な通信手

段の確保 

災害時の通信機能を確保す

るため衛星携帯電話を配備

【消防局】 

●配備 

●運用 
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災害対策車両

等の配備 

区役所・支所に災害時の初

動活動等に活用する四輪駆

動車を配備 

【市民経済局】 

●配備 

●運用 
 

  

災害時の電力確保に活用可

能な電気自動車等の配備及

び充電設備の整備 

【市民経済局・環境局】 

●検討・実施

●運用 
   

職員用防災備

蓄品の充実 

職員用の物資（食料・飲料

水）の備蓄や調達方法の充

実 

【消防局】 

●検討  ●実施  

防災備蓄品の

充実 

災害発生時に必要となる物

資（食料等）の備蓄や調達

方法の充実 

【健康福祉局・消防局・そ

の他関係局】 

●検討 ●実施   

区役所の防災

力を強化する

ための組織体

制の見直し 

区役所に防災担当主査を配

置し、消防局災害対策課主

査を併任 

【市民経済局】 

●主査の配置

●実施 
 

 

 

 

●検証及び検

討 

 

 

消防署総務課主査に区役所

総務課主査を併任 
【消防局】 

区役所総務課主査と消防署

総務課主査が連携し、地域

防災力強化の取組みを実施

【消防局・区役所】 
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（２）地域防災力の向上 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 市民の自助・共助の推進 

防災知識の普

及啓発 

市民向け防災研修会・講習

会等イベントの開催 
【消防局・区役所】 

●実施    

地域団体が実施するイベン

ト等での防災知識の啓発 
【消防局】 

●実施    

地域の災害に

関する歴史等

の調査・啓発 

地域の災害に関する歴史

（地震や津波の被害等）を

調査 

【消防局・区役所】 

●実施    

 

● 災害時の被害を最小限にとどめ、被害の拡大を阻止するために、災害に関する一

般知識や災害時の心得など防災知識の普及啓発に努めるとともに、災害時要援護

者に対する地域での助け合いの仕組みづくりを推進する必要があります。 

● 南海トラフ巨大地震を見据え、より重要性の増した防災に関する課題に対して、

早急に取り組む必要があります。 

● 平成 23 年 9 月に発生した台風 15 号により各地域で避難所を開設しましたが、

避難所の運営や機能について様々な課題が浮き彫りとなりました。そこで、災害

時に市民が円滑に避難生活が送れるように、日頃から訓練を行うとともに、必要

な機能を整備する必要があります。 

 

現状と課題 

① 市民の自助・共助の推進に努めます。 

② 津波避難ビル対策や帰宅困難者対策に迅速に取り組みます。 

③ 地域住民や地域団体と協働で避難所開設・運営訓練等を実施するとともに、避

難所機能の充実を図ります。 

取り組み方針

取り組み内容 
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調査の結果の地域団体等へ

周知及び防災意識の啓発 

【消防局・区役所】 

●実施    

助け合いの仕

組みづくりの

推進 

助け合いの仕組みづくりの

ＰＲ、普及啓発 

【健康福祉局・消防局・区

役所】 

●実施    

災害時要援護者情報の提供

方法の整理 

【健康福祉局・消防局・区

役所】 

●検討 ●実施   

自主防災組織

の育成 

自主防災組織への防災教育

や防災訓練の充実 

【消防局】 

●実施    

② 津波避難ビル対策・帰宅困難者対策への取り組み 

津波避難ビル

対策 

南海トラフ巨大地震想定に

よる津波避難ビル指定基準

の見直し 

【消防局】 

●指定基準の

見直し 

●新基準での

津波避難ビル

指定を推進 

   

南海トラフ巨大地震想定に

よる津波避難ビル指定基準

の見直し基準に沿った津波

避難ビル指定の拡大 
【区役所】 

●実施（該当 7

区） 
   

帰宅困難者対

策 

帰宅困難者対策の見直し・

方針策定 
【消防局】 

●名古屋駅地

区街づくり協

議会と連携 

●都市再生安

全確保計画関

連会議にて検

討 

 

●名古屋市帰

宅困難者対策

方針（仮称）

を策定・運用

  

新たな帰宅困難者対策方針

に基づく主要拠点における

地域連携のあり方の検討 
【消防局・区役所】 

●検討・実施

 

③ 円滑な避難所運営の確保 

避難所運営マ

ニュアルの整

備 

地域と協議し、避難所運営

マニュアル（標準）を各避

難所のものに整備 

【区役所】 

●実施    
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避難所開設・運

営訓練等の実

施 

避難所運営マニュアルに基

づき、地域と協働した避難

所開設・運営訓練の実施 

【区役所】 

●実施    

福祉避難所等

の確保 

福祉避難所、福祉避難スペ

ースの確保・調整及び実地

訓練の実施 

【健康福祉局・区役所・そ

の他関係局】 

●実施 

 

 

  

避難所への派

遣要員の確保 

区指定動員制度の見直しを

含めた区役所への応援体制

の充実 
【消防局】 

●検討 ●検討・実施 
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２ 健康福祉・子育て支援 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 子育て支援 

子育て支援の実

施 

妊娠期からの支援及び地域

における子育て支援事業の

拡充 

【子ども青少年局・区役所】

●実施 ●拡充 
 

 

 

 

② 児童虐待防止対策 

児童虐待対応

力の強化 
専任体制の整備 
【子ども青少年局】 

●区役所と兼

務する児童福

祉司の配置 

●児童虐待防

止推進員 (嘱

託)の配置 

   

● 子どもを生み育てることに対する不安感・負担感などの軽減が必要とされていま

す。 

● 児童虐待に関する事件が後を絶たない中、区役所の役割の明確化、職員の専門性の

向上や体制強化を図ることが必要とされています。 

● 生活保護世帯数は依然高い水準にあり、自立に向けた就労支援が必要となっていま

す。 

● 少子高齢化が進展する中、市民が世代や障害の有無にかかわらず、住み慣れた地域

社会の中で共に生きることができるまちづくりが必要です。 

現状と課題 

① 地域において子育て支援関係機関が連携・協力して、妊娠期からの支援を含め子

育て家庭への支援を目的とした活動を実施します。 

② 区役所における児童虐待への対応力を強化するため、体制の整備、関係機関との

連携強化、研修の充実等に取り組みます。 

③ 生活保護受給者等への効果的な就労支援を図るため、区役所における就労支援

及びハローワークが行う職業相談・紹介事業を一体的に実施します。 

④ 高齢者や障害者などすべての市民がそれぞれの生き方を尊重し、かつ理解し合

えるよう、地域の「互助」の取り組み支援や関係機関等との連携強化に努めま

す。 

取り組み方針

取り組み内容 
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児童相談所を始めとする関係

機関との連携強化 
【子ども青少年局・区役所】

●実施    

研修の充実 
【子ども青少年局】 

●事例検討等

による実践的

な研修の実施

●充実 

 

 

 

 

③ 生活保護受給者等の就労支援 

就労支援の実

施 

区役所にハローワークによ

る就労支援コーナーを設置 

【市民経済局・健康福祉

局・区役所】 

●2区→8区へ

拡充 

●拡充及び改

善 
  

④ 高齢者・障害者支援 

関係機関等と

の連携強化 

区単位の地域福祉活動計画

(H26～30 年度)策定・取り

組み支援 

【健康福祉局・区役所】 

●策定支援 
●取り組みの

支援 
  

地域包括ケア推進会議の開

催を通じた関係機関等との

連携強化（高齢者） 

【健康福祉局・区役所】 

●実施   
 

 
 

孤立防止のためのネットワ

ークの構築・取り組みの推

進 

【健康福祉局・区役所】 

●見守り支援

事業の実施及

び連携 

 

 

 

  

自立支援協議会を通じた関

係機関等との連携強化 

（障害者） 

【健康福祉局・区役所】 

●実施   
 

 

 

 

区役所の各種イベント等を

活用した授産製品のＰＲ等

を通じた連携強化 

【健康福祉局・区役所】 

●実施    
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３ 地域主体のまちづくりの推進 

（１）地域コミュニティの活性化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 

 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 地域活動の活性化 

町内会・自治会

の加入促進 

リーフレット等を活用した

加入促進策の充実 

【市民経済局・区役所】 

●実施    

地域活動への

参加促進 

地域団体やその活動を紹介

するリーフレットの作成・

活用 

【市民経済局・区役所】 

●実施  

  
  

対象者やテーマを絞り込ん

だ講演会の開催 

【市民経済局】 

●実施    

情報提供の充

実 

地域活動事例集を活用した

情報提供の充実 

【市民経済局・区役所】 
●実施    

市・各区ウェブサイト等に

おける学区情報の充実 

【市民経済局・区役所】 

●実施    

 
● 少子化、高齢化、単身世帯の増加などが進み、地域のつながりが希薄化する傾向

にあります。 

● 地域活動を担う町内会・自治会を始めとする地域団体の役員の固定化・高齢化が

見られ、地域活動の担い手を幅広く育成する必要があります。 

● 複雑化・多様化する地域課題の解決に向け、地域の主体的な取り組みを支援する

必要があります。 

現状と課題 

① 幅広い世代の地域活動への参加を促し、地域活動の更なる活性化を促進します。

② 地域活動の担い手を幅広く育成する取り組みを支援します。 

③ 地域で活動する多様な主体間の連携・協働を支援します。 

取り組み方針

取り組み内容 
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学区別生活環境指標の提供

【市民経済局・区役所】 
●実施    

地域委員会の

モデル実施 

モデル実施の運営、検証及

び制度の検討 
【総務局・区役所】 

●モデル実施

の運営 

●検証及び制

度の検討 

 
  

② 地域活動の担い手の育成支援 

地域における

まちづくりを

担う人材の育

成 

コミュニティ講習会の充実

【市民経済局】 
●検討・実施    

地域の特色を活かした生涯

学習の推進 
【教育委員会事務局・区役

所】 

●実施    

地域活動への参加を通した

担い手の育成 

【区役所・その他関係局】

●検討・実施    

③ 多様な主体間の連携・協働の支援 

協働のネット

ワークづくり

の推進 

共通の地域課題に対応でき

る地域、ＮＰＯ、企業など

とのネットワークづくりを

推進 
【市民経済局・区役所】 

●検討・実施    
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（２）地域支援の推進 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 地域を支援する取り組みの充実 

地域課題やニ

ーズを把握す

る手法の充実 

地域担当制の活用など地域

課題やニーズを把握する手

法の充実 

【市民経済局・区役所】 

●検討 ●実施   

課題に対応す

るための連携

強化  

防災などの地域課題に対す

る地域との連携強化 

【区役所・関係局】 

●検討 ●実施   

地域課題に協同して対応す

るため各公所等との連携強

化 
【環境局・緑政土木局・消

防局・区役所】 

●情報共有の

充実の検討・

実施 

   

●港土木事務

所同一庁舎化

に係る取り組

みの検討 

●実施  ●検証 

地域の特色に応じた区・局

が一体となった事業の推進

【市民経済局・区役所】 

●商店街等と

連携した取り

組みの検討 

   

 

● 地域課題が複雑化・多様化する中、地域の主体的な取り組みを支援するためには、

現行の仕組みを活かしながら、地域と行政とのコミュニケーションをより密にして

いく必要があります。また、地域課題の対応にあたっては、地域や区・局間の連携

を強化することが必要となっています。 

現状と課題 

① 区政協力委員制度など様々なニーズを把握する仕組みを活かしながら、地域課題

やニーズの更なる把握に努めるとともに、課題に応じた連携を図ります。 

取り組み方針

取り組み内容 
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ソフト・ハード

一体となった

まちづくりの

推進 

まちづくりに係るソフト面

を担っている区役所とハー

ド面の整備が可能な部署と

の連携を強化 

【住宅都市局・区役所・そ

の他関係局】 

●検討 

 

●区役所・関

係局と意見交

換会実施 

   

地域における

防犯対策の推

進 

地域の防犯カメラ設置を支

援 
【市民経済局・緑政土木

局・区役所】 

●実施 

 

 

●検証及び改

善 

  

 

名古屋市犯罪抑止対策（区

版）の策定・実行 
【市民経済局・区役所】 

●実施 
 

 
  

空き家等の適

正管理の推進 

空き家等の適正管理に係る

事務事業の実施 
【市民経済局・住宅都市

局・消防局・区役所・その

他関係局】 

●検討 

 

 

 

 

●実施 

 

 

実施・連携体制の構築 
【市民経済局・住宅都市

局・消防局・区役所・その

他関係局】 

●検討 

 

 

 

 

●運用 

 
 

関係部署による連携会議の

開催 
【市民経済局・住宅都市

局・消防局・区役所・その

他関係局】 

●開催    
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４ 市民サービスの向上と業務の効率化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事項 内容 
スケジュール 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

① 市民サービスの向上 

より便利で快

適なサービス

の提供 
 

来庁者が快適かつ迅速に手

続きを行えるようにフロア

サービスを実施 
【市民経済局・健康福祉局】

●実施 

 

  

住民票等のコンビニ交付の

実施 
【市民経済局】 

●検討 

 

●検討・実施

 

日曜窓口の実施 
【市民経済局・その他関係

局】 

●実施時間拡

充の検討 
●実施 

 

 

職員の接遇向

上 
研修の実施 
【区役所】 

●実施 

 

  

 
● 区役所・支所においては、接遇研修の実施やフロアサービス員の配置などサービ

ス向上に取り組んでいます。 

● 区役所・支所の窓口において、市民が感じのよい応対を受け、円滑に用件を済ま

せられるよう、職員の接遇・CS（お客様満足度）向上、業務改善などに取り組

むことが一層重要となっています。 

現状と課題 

① 区役所・支所の窓口において、市民が快適かつ迅速に手続きが行えるよう、フ

ロアサービスの実施や研修の充実による職員の接遇向上など、CS（お客様満

足度）の向上を図ります。また、より便利で快適なサービスを提供できるよう

コンビニ交付の実施などで住民票の写し等の取得機会の拡充を検討します。 

② 最少の経費で最大の効果をあげられるよう、事務の簡素化、集約化、委託化等

を推進し、効率的・効果的な行政運営を図ります。 

取り組み方針

取り組み内容 
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② 業務の効率化 

より効率的な

業務の推進 
 

区役所窓口業務等の民間活

力導入の検討 
【市民経済局・その他関係

局】 

●検討 

 

  

住民票等に係る郵送請求事

務の集約化の拡充 
【市民経済局】 

●実施 
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